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衆議院農林水産委員会ニュース 

平成 27.12.10 第 189 回国会第 24号（閉会中審査） 

 

12 月 10 日（木）、第 24回の委員会が開かれました。 

 

１ 森山農林水産大臣、伊東農林水産副大臣、齋藤農林水産副大臣、加藤農林水産大臣政務官及び佐藤農林水産大臣政務

官からそれぞれ就任の挨拶が行われました。 

 

２ 農林水産関係の基本施策に関する件 

・森山農林水産大臣、高鳥内閣府副大臣、武藤外務副大臣、斎藤農林水産副大臣、鈴木経済産業副大臣、高木内閣府大

臣政務官、加藤農林水産大臣政務官及び政府参考人に対し質疑を行いました。 

 

（質疑者及び主な質疑内容） 

簗   和 生君（自民） 

・生産者の将来に対する不安を解消するために、今後、どの

ように畜産・酪農経営安定対策を実施していくつもりか。 

・飼料自給率の向上に向けた施策について、どのように

考えているのか。 

・畜産クラスター事業により、家族経営を支援することにつ

いて、どのように考えているのか。 

 

稲 津   久君（公明） 

・平成 28 年度の加工原料乳生産者補給金単価及び交付対象

数量について、最低でも現状を維持すべきではないか。 

・子牛の死亡事故低減のため、ワクチンを接種することにつ

いて、どのように考えているのか。 

・酪農における新規就農者及び担い手の育成・確保のた

めに、研修体制を充実・強化することについて、どの

ように考えているのか。 

 

篠 原   孝君（民主） 

・ＴＰＰ協定の正文の言語について、なぜ日本語が入っ

ていないのか。 

・ＴＰＰ交渉における農林水産物市場アクセス交渉結果

について、米韓ＦＴＡと比較した上で、どのように評

価しているのか。 

・日米首脳会談等において、米国政府から、ＴＰＰ大筋

合意を受けた我が国の養豚対策に対し見直し要求があ

ったのか。 

 

玉 木 雄一郎君（民主） 

・ＴＰＰ協定の発効に向けた駐米公使の発言に関する報

道の内容は事実か。また外務省はどのような対応をし

たのか。 

・ＴＰＰ協定による経済効果の試算はいつ発表するのか。

食料自給率への影響についてどのように考えているの

か。 

・ＴＰＰ大筋合意を機に今後 10 年間で農業・農村の所得

倍増を目指すことを見直すべきではないか。 

 

小 山 展 弘君（民主） 

・茶から他の作物への転換に対する補助事業の創設につ

いてどう考えるか。また、茶に係る収入保険制度の創

設に向けた検討状況はどのようになっているか。 

・改正農協法の附則で規定された監査制度移行における

配慮事項、農協の理事構成の例外を定める省令の検討

はどのようになっているのか。 

・東芝の不適切会計処理問題を踏まえ、検査対象が顧客

であるという監査法人制度の構造的問題について金融

庁はどのように考えているか。 

 

松 木けんこう君（維新） 

・ＴＰＰ協定が食料自給率に与える影響についてどのよ

うに考えているか。今後も食料自給率を政策上重要な

指標としていくべきではないか。 

・日豪ＥＰＡの内容がぎりぎりの越えられない一線とし

た自由民主党の決議とＴＰＰ大筋合意の内容との整合

性について大臣はどのように考えているのか。 

・ＴＰＰ協定により、現行の遺伝子組換え食品の表示制

度が変更されることはあるのか。 

 

井 出 庸 生君（維新） 

・現在の鳥獣被害対策によりシカ・イノシシの生息頭数
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半減の目標は達成できると考えているのか。 

・捕獲だけでは限界があることから、自然環境整備の観

点からも対策を進めていくべきではないか。 

・遊休農地に係る課税を強化する場合、農地に関連する

用語を整理するべきではないか。 

 

畠 山 和 也君（共産） 

・我が国の畜産・酪農に係る価格・所得政策について、

ＥＵの共通農業政策（ＣＡＰ）を参考に検討を行うべ

きではないか。 

・総合的なＴＰＰ関連政策大綱に掲げた農林水産業に係

る施策について、ＴＰＰ協定の発効を待たずに進める

べきではないか。 

・ＴＰＰ協定の「第２．４条 関税の撤廃」、「第２．17

条 物品の貿易に関する小委員会」に規定された内容

を踏まえた上で、衆参両院の農林水産委員会における

環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）協定交渉参加に

関する決議が守られたと考えているのか。 

 

３ 平成 28 年度畜産物価格等に関する件 

・小里泰弘君外４名（自民、民主、公明、維新、おおさか）から提出された平成 28 年度畜産物価格等に関する件の決

議案について、提出者玉木雄一郎君（民主）から趣旨説明を聴取しました。 

・採決を行った結果、賛成多数をもってこれを委員会の決議とすることに決しました。 

（賛成―自民、民主、公明、維新、おおさか 反対―共産、仲里利信君（無）） 

・森山農林水産大臣から発言がありました。 

 


